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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期

中間連結会計期間
第31期

中間連結会計期間
第30期

会計期間

自2024年
10月１日
至2025年
３月31日

自2025年
10月１日
至2026年
３月31日

自2024年
10月１日
至2025年
９月30日

売上高 （千円） 3,118,195 3,406,306 6,921,329

経常損失（△） （千円） △693,374 △16,377 △568,820

親会社株主に帰属する中間（当期）

純損失（△）
（千円） △1,177,915 △31,957 △1,183,707

中間包括利益又は包括利益 （千円） △1,177,325 △31,981 △1,183,368

純資産額 （千円） △6,555,812 447,814 449,562

総資産額 （千円） 6,255,649 8,865,605 10,213,213

１株当たり中間（当期）純損失

（△）
（円） △52.58 △0.46 △45.98

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） △105.0 5.1 4.4

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △1,362,209 △2,087,567 △3,904,305

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △48,765 △74,293 △135,963

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 799,306 △60,158 8,422,877

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 322,316 3,085,594 5,288,924

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第30期中間連結会計期間、第30期及び第31期中間連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益については、潜在株式が存在しているものの１株当たり中間（当期）純損失であるため記載して

おりません

３．株主資本において自己株式として計上されている「従業員持株会支援信託ESOP」及び「株式給付信託（J-

ESOP）」に残存する自社の株式は、「１株当たり中間（当期）純損失」の算定上、期中平均株式数の計算に

おいて控除する自己株式に含めております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間（2025年10月１日～2026年３月31日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する中

で、個人消費が一部復調する等、緩やかな回復基調を維持いたしました。その一方で、米国の政策動向、地政学的

リスクや国内外の金融情勢の動向等により、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

　保険業界においては、少子高齢化社会による公的医療保険制度への不安感から、医療保障を補う商品の多様化が

進んでおります。併せて、個人金融資産を貯蓄から投資へ移行する動きから、貯蓄性保険商品のニーズは堅調に推

移している等、民間保険の需要はより拡大することが見込まれております。また、保険業界は保険代理店事業の体

制整備及びお客様本位の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）の実現が求められている状況にありま

す。

　このような状況下、当社グループは「人とテクノロジーを深化させ進化する会社」を標榜し、あらゆる保険ニー

ズに対応できる「保険業界のプラットフォーム」と、OMO（Online Merges with Offline.=オンラインとオフライ

ンの融合）時代に相応しい体制を構築すべく、日々新たな挑戦を行っております。具体的には、2020年以降、自社

開発のオンライン面談システム「Dynamic OMO」により、対面と非対面の垣根をなくし、オフラインと同等のオン

ライン保険相談を実現しております。また、2022年７月からは、大阪大学の石黒浩教授が代表を務めるスタート

アップ企業「AVITA株式会社（以下「AVITA社」という。）」と提携し、同社が開発したアバターを保険相談等に活

用すると共に、アバターの活用事例やシステム改修案、顧客アンケート結果等をAVITA社と連携することで、より

利便性の高いアバターの共同開発を進めております。また、生成AIを用いた「アバターAIロープレ支援サービス

『アバトレ』」での教育を通して、営業社員の早期戦力化を目指しております。さらに、従来はお客様とのコミュ

ニケーション手段として電話を使用することが一般的でしたが、LINEやSMS等のテキストツールの活用、生成AIを

用いた夜間・早朝のお問い合わせに対する自動応答等、お客様の利便性の向上に努めております。加えて、生成AI

を用いたSNS上でのプロモーション活動を行い、若年層をターゲットにした集客を行っております。

　当社は今後も、保険募集プロセスのDX化を推進することで、収益力のさらなる向上を図ってまいります。併せ

て、保険業界の共通プラットフォームシステム「Advance Create Cloud Platform」（以下「ACP」という。）の開

発と販売についても、引き続き推進してまいります。ACPの普及により、営業活動のデジタル化と事務負担の大幅

な軽減が期待できます。ACPの主要機能である顧客情報管理システム「御用聞き」、申込共通プラットフォームシ

ステム「丁稚（DECHI）」、保険証券管理アプリ「folder」、オンライン面談システム「Dynamic OMO」は、いずれ

も導入したお客様からご好評をいただいております。また、各種システムのアプリ化等さらなる機能拡充を進めて

おります。さらに、「Dynamic OMO」とAVITA社のアバターを連携するシステム開発を行い、共に販売を行っており

ます。これらACPシステムを保険業界のスタンダードとすべく積極的に展開し、サブスクリプションモデルとして

のストック収入の確保及び協業事業の拡大を目指します。これらの営業施策を推進・拡充する一方で、情報セキュ

リティ体制、保険募集管理体制の強化等、ガバナンス及びコンプライアンス体制を一層充実させるために、積極的

に経営資源を投下してまいります。

　当中間連結会計期間においては、保険代理店事業において、主に直営支店での生産性向上と販売実績の堅調な推

移、並びに、保全活動に努め保険契約継続率の向上に伴うPV売上額が増加したことが主な増収要因となりました。

なお、特別損失の減少等により、親会社株主に帰属する中間純損失は前年同期と比較して改善いたしました。

　以上により、当中間連結会計期間の売上高は3,406百万円（前年同期比9.2％増）、営業利益は18百万円（前年同

期は611百万円の損失）、経常損失は16百万円（前年同期は693百万円の損失）、親会社株主に帰属する中間純損失

は31百万円（前年同期は1,177百万円の損失）となりました。
 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

（保険代理店事業）

　主に直営支店での生産性向上と販売実績の堅調な推移、並びに、保全活動に努め保険契約継続率の向上に伴うPV

売上額が増加したことにより、増収増益となりました。

　この結果、保険代理店事業におきましては、当中間連結会計期間の売上高は2,469百万円（前年同期比9.9％

増）、営業損失は33百万円（前年同期は773百万円の損失）となりました。
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（ASP事業）

　乗合保険代理店等へのACPの販売が伸び悩んだことにより、減収減益となりました。

　この結果、ASP事業におきましては、当中間連結会計期間の売上高は145百万円（前年同期比3.6％減）、営業利

益は50百万円（前年同期比13.1％減）となりました。

（メディア事業）

　保険選びサイト「保険市場（ほけんいちば）」への広告出稿が低調に推移したことにより、減収減益となりまし

た。

　この結果、メディア事業におきましては、当中間連結会計期間の売上高は178百万円（前年同期比58.2％減）、

営業利益は24百万円（前年同期は80百万円の利益）となりました。

（メディアレップ事業）

　前年同期に比べて受注が堅調に推移した一方、外注費が増加したことにより、増収減益となりました。

　この結果、メディアレップ事業におきましては、当中間連結会計期間の売上高は507百万円（前年同期比100.3％

増）、営業損失は59百万円（前年同期は29百万円の損失）となりました。

（再保険事業）

　再保険の取引量が堅調に推移した一方、再保険金の支払いが増加したことにより、増収減益となりました。

　この結果、再保険事業におきましては、当中間連結会計期間の売上高は525百万円（前年同期比3.3％増）、営業

利益は23百万円（前年同期比28.0％減）となりました。

 

①財政状態

（資産合計）

　当中間連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,347百万円減少し8,865百万円（前連結会計年度

末は10,213百万円）となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ1,304百万円減少しましたが、これは主に、売掛金が228百万円、債権流動

化に係る調整勘定（資産）が759百万円それぞれ増加した一方で、現金及び預金が2,199百万円減少したこと等によ

るものです。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ25百万円減少しましたが、これは主に、差入保証金が43百万円減少したこ

と等によるものです。

（負債合計）

　当中間連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,345百万円減少し8,417百万円（前連結会計年度

末は9,763百万円）となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ1,041百万円減少しましたが、これは主に、債権流動化に係る調整勘定

（負債）が1,152百万円減少したこと等によるものです。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ304百万円減少しましたが、これは主に、リース債務が106百万円減少した

こと等によるものです。

（純資産合計）

　当中間連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ1百万円減少し447百万円（前連結会計年度末は

449百万円）となりました。

　これは主に、親会社株主に帰属する中間純損失を31百万円計上したこと等によるものです。

 

②経営成績

（売上高）

　当中間連結会計期間の売上高は、3,406百万円（前年同期比9.2％増）となりました。これは主に、保険代理店事

業において、主に直営支店での生産性向上と販売実績の堅調な推移、並びに、保全活動に努め保険契約継続率の向

上に伴うPV売上額が増加したことによるものであります。

（売上原価、販売費及び一般管理費）

　当中間連結会計期間の売上原価は、773百万円（前年同期比8.1％増）となりました。これは主に、マーケティン

グコストの見直しを行ったことによるものであります。

　当中間連結会計期間の販売費及び一般管理費は、2,615百万円（前年同期比13.2％減）となりました。これは主

に、各部門での固定費の見直し等、各種コスト低減に努めたことによるものであります。

（営業損益）

　当中間連結会計期間の営業利益は、18百万円（前年同期は611百万円の損失）となりました。これは主に、保険

代理店事業において、前述の要因により売上高が増加したことによるものであります。

（経常損益）

　当中間連結会計期間の経常損失は、16百万円（前年同期は693百万円の損失）となりました。これは主に、保険

代理店事業において、前述の要因により売上高が増加したことによるものであります。
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（親会社株主に帰属する中間純損益）

　当中間連結会計期間の親会社株主に帰属する中間純損失は31百万円（前年同期は1,177百万円の損失）となりま

した。これは主に、保険代理店事業において、前述の要因により売上高が増加した一方、固定資産の減損により特

別損失として減損損失を99百万円計上したことによるものであります。

 

③キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

2,203百万円減少し、3,085百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次の

とおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は、税金等調整前中間純損失24百万円（前年同期は

1,146百万円の損失）、減価償却費29百万円（前年同期は34百万円）、債権流動化に係る調整勘定の増減額△1,911

百万円（前年同期は△182百万円）及び売上債権の増減額△228百万円（前年同期は△155百万円）等により、2,087

百万円の支出（前年同期は1,362百万円の支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、無形固定資産の取得による支出107百万円（前年

同期は162百万円の支出）等により、74百万円の支出（前年同期は48百万円の支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、短期借入金の増減額49百万円（前年同期は958百

万円）等により、60百万円の支出（前年同期は799百万円の収入）となりました。

 

（2）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。
 
（3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に、重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。
 
（4）研究開発活動

　該当事項はありません。
 
（5）経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間連結会計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因に変更はありません。
 
（6）資本の財源及び資金の流動性

　当中間連結会計期間において、資本の財源及び資金の流動性の重要な変更はありません。
 
（7）保険代理店事業に係る売上計上について

　保険代理店事業の主たる収入は保険代理店手数料収入であります。当社グループは、保険契約の媒介及び代理行

為に伴い、各保険会社との契約及び手数料規程に基づき保険代理店手数料を受領しております。

　保険代理店手数料の受領形態は、保険商品の種類（生命保険・損害保険、契約期間(１年・複数年)、保険料支払

方法(年払い・月払い)、その他）、保険会社毎の契約及び規程により様々な形態があり、保険契約成立時に受領す

るもの（初回手数料）及び保険契約継続に応じて受領するもの（２回目以降手数料）等、これらについて一括又は

分割ならびにその受領割合等が異なるものが存在しております。

　当社グループは、初回手数料については保険契約成立時に受領する手数料額を売上計上しているほか、将来支払

われる代理店手数料の割引現在価値を算出し、これを保険契約成立時に認識、計上する方法により売上を計上して

おります。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,813,300

Ａ種種類株式 37,186,700

計 168,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年８月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 37,468,200 37,468,200

東京証券取引所（プライム市場）

福岡証券取引所

札幌証券取引所

単元株式数

100株（注）２

Ａ種種類

株式
37,186,700 32,186,700 非上場

単元株式数

100株（注）３

計 74,654,900 69,654,900 － －

（注）１．2026年３月17日開催の取締役会において、当社が保有をするＡ種種類株式5,000,000株について、自己株式を
消却することを決議しております。これにより、2026年４月30日付でＡ種種類株式の発行済株式総数は
5,000,000株減少し、32,186,700株となっております。

２．完全議決権株式であり、権利内容に特に限定のない当社における標準となる株式であります。
３．Ａ種種類株式の内容は、以下のとおりです。
① 種類株式に対する剰余金の配当
当社は、ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当をするときは、基準日の最終の株主名簿に記載
又は記録されたＡ種種類株式の株主（以下、「Ａ種種類株主」といいます。）及びＡ種種類株式の登録株式質権
者（Ａ種種類株主と併せて以下、「Ａ種種類株主等」といいます。）に対して、Ａ種種類株式１株につき、当該
基準日の最終の株主名簿に記載又は記録された普通株式を有する株主又は普通株式の登録株式質権者（以下、総
称して「普通株主等」といいます。）と同順位にて、普通株式１株につき支払う配当額と同額の金銭を支払いま
す。

② 残余財産の分配
当社は、残余財産の分配をするときは、Ａ種種類株主等に対し、普通株主等に先立ち、以下のいずれか高い金額
を支払います。
（1）Ａ種種類株式１株につき150円（Ａ種種類株式若しくはＡ種種類株式を目的とする新株予約権の発行又は行
使、当社によるＡ種種類株式の取得、合併、株式の取得、合併、株式交換、株式移転、株式交付若しくは会社分
割、その他これらに類する事由の発生により調整を必要とする場合には、合理的に調整されます。）
（2）残余財産を分配する直前に、普通株式を対価とする取得請求権の規定に基づきＡ種種類株式のすべてと引
き換えに普通株式を交付した場合にＡ種種類株式１株相当に分配される金額

③ 普通株式を対価とする取得請求権
Ａ種種類株主は、以下に定める条件に従い、当社に対し2025年10月１日以降いつでも、その有するＡ種種類株式
を取得することを請求することができます。
（1）Ａ種種類株式を取得することと引換えに交付する株式の種類
　　 当社普通株式
（2）Ａ種種類株式を取得することと引換えに交付する株式の数
　　 Ａ種種類株式１株につき当社普通株式１株
　　 但し、当社が合併、会社分割、株式交換、株式移転、株式交付又は資本金の額の減少を行う場合
　　 その他これらの場合に準じＡ種種類株式を取得することと引換えに交付する株式の数の調整を
　　 必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとします。
④ 金銭を対価とする取得請求権
Ａ種種類株主は、償還請求日における分配可能額（会社法第461条第２項に定める分配可能額をいいます。以下同
じ。）を限度として、Ａ種種類株主が指定する日（当該日が営業日でない場合は翌営業日とします。）を償還請
求が効力を生じる日（以下「償還請求事前日」といいます。）として、当社に対して書面による通知（以下「償
還請求事前通知」といいます。）を行った上で、当社に対して、金銭の交付と引換えに、その有するＡ種種類株
式の全部または一部を取得することを請求すること（以下「償還請求」といいます。）ができるものとし、当社
は、当該償還請求に係るＡ種種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内において、当該償還請求
に係るＡ種種類株式の数に、払込金額相当額を乗じて得られる額の金銭を、Ａ種種類株主に対して交付するもの
とします。
⑤ 議決権
Ａ種種類株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有しないものとします。
⑥ 単元株式数
Ａ種種類株式の単元株式数は100株とします。
⑦ 譲渡制限
 Ａ種種類株式を譲渡により取得するには、当社の取締役会の承認を受けなければならないものとします。
⑧ 株式の分割、併合及び株主割当て等
（1）当社は、2025年９月５日以降、株式の併合又は分割をするときは、普通株式及びＡ種種類株式の種類ごとに
同時に同一の割合でするものとします。
（2）当社は、2025年９月５日以降、株主に募集株式又は新株予約権の割当てを受ける権利を与えるときは、各々
の場合に応じて、普通株主には普通株式又は普通株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、Ａ種種
類株主にはＡ種種類株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、それぞれ同時に同一の割合で与える
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ものとします。
（3）当社は、2025年９月５日以降、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てをするときは、各々の場合に応じ
て、普通株主には普通株式の株式無償割当て又は普通株式を目的とする新株予約権の無償割当てを、Ａ種種類株
主にはＡ種種類株式の無償割当て又はＡ種種類株式を目的とする新株予約権の無償割当てを、それぞれ同時に同
一の割合でするものとします。
⑨ 種類株主総会における決議
当社が会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合においては、法令に別段の定めのある場合を除き、Ａ種
種類株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しないものとします。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総

数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増

減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年10月１日

　　（注）１

普通株式

5,000,000

普通株式

37,468,200

Ａ種種類株式

37,186,700

－ 100,000 － 100,000

（注）１．2025年10月１日に、Ａ種種類株式5,000,000株について、普通株式を対価とする取得請求権の行使を受けてお
ります。
これに伴い、Ａ種種類株式の取得の対価として普通株式5,000,000株を発行した結果、発行済株式総数が
5,000,000株増加しております。

２．2026年３月17日開催の取締役会において、当社が保有をするＡ種種類株式5,000,000株について、自己株式を
消却することを決議しております。これにより、2026年４月30日付でＡ種種類株式の発行済株式総数は
5,000,000株減少し、32,186,700株となっております。
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（５）【大株主の状況】

  2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ライフネット生命保険株式会社 東京都千代田区二番町５-25 20,250,000 29.07

SBIホールディングス株式会社 東京都港区六本木一丁目６番１号 20,000,000 28.71

有限会社濱田ホールディングス 大阪市中央区安土町２丁目３-13 4,412,400 6.33

ＦＷＤ生命保険株式会社
東京都中央区日本橋本町２丁目２番５

号
3,333,300 4.78

メットライフ生命保険株式会社

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

東京都千代田区紀尾井町１番３号

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）
2,989,200 4.29

濱田　佳治 大阪府豊中市 1,583,500 2.27

ブロードマインド株式会社 東京都渋谷区桜丘町１番１号 1,333,400 1.91

住友生命保険相互会社

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行)

東京都中央区八重洲２丁目２-１

（東京都中央区晴海１丁目８番12号）
989,200 1.42

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 973,200 1.39

濱田　亜季子 大阪府豊中市 949,900 1.36

計 － 56,814,100 81.56

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりです。
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  2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権
に対する所有議
決権数の割合
（％）

SBIホールディングス株式会社 東京都港区六本木一丁目６番１号 115,000 30.70

有限会社濱田ホールディングス 大阪市中央区安土町２丁目３-13 44,124 11.78

ライフネット生命保険株式会社 東京都千代田区二番町５-25 32,300 8.62

濱田　佳治 大阪府豊中市 15,835 4.22

住友生命保険相互会社

（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行)

東京都中央区八重洲２丁目２-１

（東京都中央区晴海１丁目８番12号）
9,892 2.64

メットライフ生命保険株式会社

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

東京都千代田区紀尾井町１番３号

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）
9,892 2.64

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 9,732 2.59

濱田　亜季子 大阪府豊中市 9,499 2.53

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 6,075 1.62

株式会社日本カストディ銀行（信託

Ｅ口）
東京都中央区晴海１丁目８番１２号 4,108 1.09

計 － 256,457 68.48
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 Ａ種種類株式 37,186,700 － （注）４

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,449,900 374,499 －

単元未満株式 普通株式 15,800 － －

発行済株式総数  74,654,900 － －

総株主の議決権  － 374,499 －

（注）１．従業員持株会支援信託ESOP導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当

社株式98,700株は、上記自己保有株式に含めておりません。

２．株式給付信託（J-ESOP）導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当

社株式410,800株は、上記自己保有株式に含めておりません。

３．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式72株が含まれております。

４．Ａ種種類株式の内容は、「（１）株式の総数等　②発行済株式」に記載のとおりです。

 

②【自己株式等】

    2026年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社アドバン

スクリエイト

大阪市中央区瓦町

三丁目５番７号
2,500 － 2,500 0.00

計 － 2,500 － 2,500 0.00

（注）１．従業員持株会支援信託ESOP導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当

社株式98,700株は、上記自己保有株式に含めておりません。

２．株式給付信託（J-ESOP）導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当

社株式410,800株は、上記自己保有株式に含めておりません。

３．上記のほか、無議決権株式であるＡ種種類株式の自己株式5,000,000株を保有しております。

４．2026年３月17日開催の取締役会において、当社が保有をするＡ種種類株式5,000,000株について、自己

株式を消却することを決議しております。これにより、2026年４月30日付で当社が保有するＡ種種類株

式5,000,000株を消却しており、本報告書提出日現在、当社が保有するＡ種種類株式はありません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社アドバンスクリエイト(E05280)

半期報告書

10/29



第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年10月１日から2026年３月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、あおい監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,339,373 3,139,893

売掛金 2,667,258 2,895,383

未収入金 187,847 289,234

未収消費税等 8,909 2,838

未収還付法人税等 370,834 92,470

債権流動化に係る調整勘定（資産） － 759,620

その他 530,684 620,593

流動資産合計 9,104,908 7,800,034

固定資産   

有形固定資産 1,060 873

無形固定資産   

ソフトウエア 79,216 64,487

その他 － 413

無形固定資産合計 79,216 64,901

投資その他の資産   

投資有価証券 17,170 15,225

長期前払費用 374 59

差入保証金 739,098 695,494

繰延税金資産 126,095 140,325

その他 47,917 68,485

投資その他の資産合計 930,656 919,590

固定資産合計 1,010,933 985,364

繰延資産 97,371 80,206

資産合計 10,213,213 8,865,605

負債の部   

流動負債   

買掛金 74,483 193,256

短期借入金 ※１ 4,638,830 ※１ 4,688,830

１年内償還予定の社債 100,000 100,000

未払法人税等 19,889 39,440

未払金 987,509 1,003,681

預り金 129,095 111,087

債権流動化に係る調整勘定（負債） 1,152,177 －

リース債務 120,241 109,126

賞与引当金 131,333 113,035

債務保証損失引当金 － 110,991

その他 536,726 379,589

流動負債合計 7,890,287 6,849,040

固定負債   

長期借入金 150,220 145,700

社債 250,000 200,000

リース債務 456,658 349,851

債務保証損失引当金 94,484 －

退職給付に係る負債 388,274 390,020

資産除去債務 451,323 401,793

その他 82,402 81,384

固定負債合計 1,873,363 1,568,751

負債合計 9,763,650 8,417,791
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(2026年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 1,995,348 1,995,348

利益剰余金 △1,267,599 △1,299,556

自己株式 △378,425 △348,192

株主資本合計 449,323 447,599

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 239 215

その他の包括利益累計額合計 239 215

純資産合計 449,562 447,814

負債純資産合計 10,213,213 8,865,605
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年10月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 3,118,195 3,406,306

売上原価 715,396 773,084

売上総利益 2,402,799 2,633,221

販売費及び一般管理費 ※ 3,013,954 ※ 2,615,080

営業利益又は営業損失（△） △611,155 18,141

営業外収益   

受取利息及び配当金 19,489 18,069

受取保証料 4,647 4,647

為替差益 － 18,688

その他 2,516 3,710

営業外収益合計 26,653 45,115

営業外費用   

支払利息 35,707 53,748

支払手数料 58,164 5,564

為替差損 7,188 －

その他 7,812 20,323

営業外費用合計 108,873 79,635

経常損失（△） △693,374 △16,377

特別利益   

投資有価証券売却益 － 450

資産除去債務戻入益 － 41,463

受取補償金 － 70,000

特別利益合計 － 111,914

特別損失   

店舗閉鎖損失 11,792 －

減損損失 144,474 99,802

債務保証損失引当金繰入額 95,955 16,506

保険解約損 35,290 －

リース解約損 － 4,032

特別調査費用 34,195 －

過年度訂正に伴う費用 130,945 －

特別損失合計 452,653 120,342

税金等調整前中間純損失（△） △1,146,028 △24,806

法人税等 31,886 7,151

中間純損失（△） △1,177,915 △31,957

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △1,177,915 △31,957
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年10月１日
　至　2026年３月31日)

中間純損失（△） △1,177,915 △31,957

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 589 △24

その他の包括利益合計 589 △24

中間包括利益 △1,177,325 △31,981

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △1,177,325 △31,981

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年10月１日
　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △1,146,028 △24,806

減価償却費 34,535 29,735

減損損失 144,474 99,802

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 95,955 16,506

賞与引当金の増減額（△は減少） 19,632 △18,298

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △7,558 2,792

受取利息及び受取配当金 △19,489 △18,069

支払利息及び社債利息 35,707 53,748

繰延資産償却額 3,764 17,164

店舗閉鎖損失 11,792 －

為替差損益（△は益） 7,188 △21,233

貴金属地金売却損益（△は益） 325 －

保険解約損益（△は益） 35,290 －

売上債権の増減額（△は増加） △155,456 △228,124

未収入金の増減額（△は増加） △13,102 △101,387

資産除去債務戻入益 － △41,463

債権流動化に係る調整勘定の増減額（△は減少） △182,517 △1,911,798

未払消費税等の増減額（△は減少） － 37,012

預け金の増減額（△は増加） 621 △4,404

未収消費税等の増減額（△は増加） △88,648 6,070

長期前払費用の増減額（△は増加） 390 315

未払金の増減額（△は減少） 89,548 △47,197

その他 △206,747 △159,248

小計 △1,340,320 △2,312,881

利息及び配当金の受取額 19,473 18,630

利息の支払額 △34,963 △55,232

法人税等の支払額 △11,282 △31,850

法人税等の還付額 4,883 293,765

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,362,209 △2,087,567

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,609 △4,171

投資有価証券の取得による支出 △646 △583

投資有価証券の売却による収入 － 2,971

無形固定資産の取得による支出 △162,215 △107,733

保険積立金の解約による収入 88,963 －

差入保証金の差入による支出 △10,721 △14,339

差入保証金の回収による収入 33,133 57,942

資産除去債務の履行による支出 － △4,248

その他 4,331 △4,131

投資活動によるキャッシュ・フロー △48,765 △74,293
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  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年10月１日
　至　2026年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） 958,156 49,735

長期借入金の返済による支出 △8,670 △4,520

自己株式の処分による収入 25,848 5,834

社債の償還による支出 △150,000 △50,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 39,320 －

配当金の支払額 △337 △87

その他 △65,010 △61,120

財務活動によるキャッシュ・フロー 799,306 △60,158

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,188 18,688

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △618,856 △2,203,330

現金及び現金同等物の期首残高 941,173 5,288,924

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 322,316 ※ 3,085,594
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社グループは、前連結会計年度において、営業損失286,727千円、経常損失568,820千円、親会社株主に帰属す

る当期純損失1,183,707千円を計上し、４期連続で営業損失及び経常損失、４期連続で親会社株主に帰属する当期

純損失を計上、さらに３期連続で営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの状況となっております。

　また、当中間連結会計期間においても、依然として経常損失16,377千円、親会社株主に帰属する中間純損失

31,957千円を計上しております。

　加えて、一部の取引金融機関等と締結している債権流動化に係る諸契約について、財務制限条項に抵触しており

ます。

　以上より、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

 

　当社グループは、当該状況を解消すべく以下の対応策を講じております。

(1) 業績の回復と再成長

　マーケティング手法を改善させることにより、アポイントの先行指標であるマーケティングによる獲得顧客数の

伸長に注力しております。また、データベースを活用したアポイント取得を行うことにより、アポイント取得効率

の向上に努めております。

　直営支店においては営業社員一人ひとりの商品提案力を強化することにより、一人あたり生産性の向上を目指し

てまいります。当社の保険代理店事業においては、入社３年以内の社員が自社開発のオンライン面談システム

（Dynamic OMO）やアバターといった最新テクノロジーを駆使し高い営業成果を挙げる等、多くの若手社員が活躍

しております。また、AVITA社が開発したアバターAIロープレ支援サービス「アバトレ」を営業社員教育、特に新

卒の営業社員教育に積極的に活用することで、新卒社員の即戦力化に繋げております。このようなテクノロジーを

用いた営業教育により若手社員の更なる成長を促すとともに、営業社員全体の総合提案力の向上、一人あたりの生

産性の向上に繋げてまいります。

(2) 固定費の適正化

　新規採用及び既存人員の配置転換等を行うことにより、当社全体の人員構成の最適化を図り、人件費を適切にコ

ントロールしてまいります。並行して、業務委託費を中心とした活動経費の見直しを進め、固定的な費用の削減を

進めております。

(3) 財務制限条項等

　一部の取引金融機関等と締結している債権流動化に係る諸契約については、財務制限条項に抵触しております。

当該条項に関し、抵触した場合に契約上の債務の返済等について期限の利益を喪失する旨の定めはありませんが、

当該取引金融機関等において、実行済みの流動化対象債権の買戻しを請求することができる旨の定めがあります。

しかし、当社は、今後の事業計画について当該取引金融機関等にご了解いただき、また、債権流動化の対象となる

代理店手数料売上高の訂正に伴い生じた訂正後の債権流動化対象債権の金額と債権流動化の既実行額との差額の償

還を2025年11月に完了いたしました。加えて、2025年12月に財務制限条項への抵触等に係る買戻請求権を放棄する

こと等について承諾いただき、良好な関係の維持に努めております。

　また、取引金融機関等と締結している金銭消費貸借契約書等の一部においては、財務諸表の正確性を表明保証し

ておりますが、2026年8月4日付「第三者委員会の調査報告書の公表に関するお知らせ」にてお知らせした当社の過

年度決算の訂正は、形式的には、当該表明保証に抵触しております。もっとも、今回の過年度決算の訂正が当該金

融機関等に与える影響は限定的であり、この点についても当該金融機関等と適切なコミュニケーションを図り、理

解を得られるよう努めていく方針です。

 

　しかしながら、これらの対応策は実施途上であり、現時点においては、継続企業の前提に関する重要な不確実性

が存在するものと認識しております。

　なお、当社グループの中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な

不確実性の影響を中間連結財務諸表に反映しておりません。
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（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　当社及び国内連結子会社の税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定

実効税率を使用する方法によっております。
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

(1)取引の概要

 (従業員持株会支援信託ESOP)

　当社は、2021年11月16日開催の取締役会において、中長期的な企業価値向上に対し、当社グループ従業員にイン

センティブを付与することにより、労働意欲の向上を促すとともに、従業員持株会の活性化及び安定的な財産形成

の促進を図ることを目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株会支援信託ESOP」の再導入を決議い

たしました。

　当社がアドバンスクリエイト従業員持株会（以下「当社持株会」という。）に加入する従業員のうち一定の要件

を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は信託期間中に当社持株会が取得すると見込まれる数の当社

株式を、予め定める取得期間内に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却しま

す。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、期間中に拠出した金額に応じて受益者たる従業員

に金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、責任財産限定特約

付金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員への追加負担はあり

ません。なお、「従業員持株会支援信託ESOP」終了時に、信託財産に係る債務残高が残る場合に備えるため、債務

保証損失引当金として損失負担見込額を計上しております。

 (株式給付信託（Ｊ-ESOP）)

　当社は、2015年11月11日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済

的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的とし

て、当社従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブ・プラン「株式給付信託（Ｊ-ESOP）」の導入を決

議いたしました。

　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社従業員に対して、当社株式を給

付する仕組みです。

　当社は、当社従業員に対してポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得したときに当該付与ポイントに

相当する当社株式を給付します。当社従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分

も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

(2)当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」(実務対応報告第30号　2015年３月26日)を適用しております。

(3)信託に残存する自社の株式

 (従業員持株会支援信託ESOP)

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末122,114千円、129,700株、当中

間連結会計期間末92,927千円、98,700株であります。

 (株式給付信託（Ｊ-ESOP）)

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末253,880千円、412,500株、当中

間連結会計期間末252,834千円、410,800株であります。

(4)総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は、前連結会計年度末150,220千円、当中間連結会計期間末

145,700千円であります。
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（中間連結貸借対照表関係）

　※１．当社では、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。この契

約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（2026年３月31日）

当座貸越極度額 4,638,831千円 4,688,831千円

借入実行残高 4,638,830千円 4,688,830千円

差引額 0千円 0千円

 

　※２．当社では、自己信託等を活用した売掛債権の流動化を行っております。売掛債権流動化実行残高は以下の

とおりです。

 
前連結会計年度
（2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（2026年３月31日）

　流動化実行残高 5,726,309千円 3,460,428千円

 

　※３．財務制限条項

　当社が一部の取引金融機関等との間で行っている債権流動化取引において、契約上、財務制限条項が付され

ており、内容は以下のとおりです。

①各事業年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、各契約において定められた

日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は直近の事業年度末

日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い方

の金額以上に維持すること。

②各事業年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこと。

 

　当社は、前連結会計年度末において上記の①、②に係る財務制限条項に抵触しております。

　当該財務制限条項には、抵触した場合に契約上の債務の返済等について期限の利益を喪失する旨の定めはあ

りませんが、当該取引金融機関等において、実行済みの債権流動化対象債権の買戻しを請求することができる

旨の定めがあります。

　しかし、当社は、今後の事業計画について当該取引金融機関等にご了解いただき、また、債権流動化の対象

となる代理店手数料売上高の訂正に伴い生じた訂正後の債権流動化対象債権の金額と債権流動化の既実行額と

の差額の償還を2025年11月に完了いたしました。加えて、2025年12月に財務制限条項への抵触等に係る買戻請

求権を放棄すること等について承諾いただき、良好な関係の維持に努めております。

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2024年10月１日
　　至 2025年３月31日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年10月１日
　　至 2026年３月31日）

報酬給与 910,512千円 742,953千円

賞与引当金繰入額 141,343千円 113,035千円

退職給付費用 25,371千円 27,779千円

支払手数料 794,395千円 748,600千円

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自 2024年10月１日
至 2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自 2025年10月１日
至 2026年３月31日）

現金及び預金勘定 374,722千円 3,139,893千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △52,405千円 △54,299千円

現金及び現金同等物 322,316千円 3,085,594千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

該当事項はありません。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年10月１日　至　2026年３月31日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

該当事項はありません。

 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

中間連結

損益計算書

計上額

（注）２

 

保険代理店

事業

(注)３

ASP事業
メディア

事業

メディア

レップ事業
再保険事業 計

売上高         

顧客との契約から

生じる収益
1,928,180 151,022 426,918 103,509 508,564 3,118,195 － 3,118,195

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への

売上高
1,928,180 151,022 426,918 103,509 508,564 3,118,195 － 3,118,195

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

320,073 － － 149,878 － 469,951 △469,951 －

計 2,248,253 151,022 426,918 253,388 508,564 3,588,147 △469,951 3,118,195

セグメント利益

又は損失（△）
△773,887 58,215 80,828 △29,375 32,018 △632,200 21,045 △611,155

（注）１. セグメント利益又は損失（△）の調整額21,045千円はセグメント間取引消去によるもので

す。

２. セグメント利益又は損失（△）の合計額は中間連結損益計算書の営業損失と一致しており

　　ます。

３．報告セグメント保険代理店事業の売上高のうち、生命保険及び損害保険の区分による売上

　　高は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 保険代理店事業セグメント

売上高 生命保険 損害保険 計

　外部顧客への売上高 1,819,481 108,699 1,928,180

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
289,993 30,080 320,073

計 2,109,474 138,779 2,248,253

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）
　「保険代理店事業」セグメントにおいて、収益性の低下により帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少
額を減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、当該減損損失の計上額は、当中間連結会計期間において144,474千円であります。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年10月１日　至　2026年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

中間連結

損益計算書

計上額

（注）２

 

保険代理店

事業

(注)３

ASP事業
メディア

事業

メディア

レップ事業
再保険事業 計

売上高         

顧客との契約から

生じる収益
2,336,123 145,565 178,410 221,075 525,131 3,406,306 － 3,406,306

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への

売上高
2,336,123 145,565 178,410 221,075 525,131 3,406,306 － 3,406,306

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

133,777 － － 286,351 － 420,128 △420,128 －

計 2,469,900 145,565 178,410 507,426 525,131 3,826,434 △420,128 3,406,306

セグメント利益

又は損失（△）
△33,826 50,601 24,745 △59,145 23,058 5,433 12,707 18,141

（注）１. セグメント利益又は損失（△）の調整額12,707千円はセグメント間取引消去によるもので

す。

２. セグメント利益又は損失（△）の合計額は中間連結損益計算書の営業利益と一致しており

　　ます。

３．報告セグメント保険代理店事業の売上高のうち、生命保険及び損害保険の区分による売上

　　高は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 保険代理店事業セグメント

売上高 生命保険 損害保険 計

　外部顧客への売上高 2,095,153 240,969 2,336,123

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
109,867 23,910 133,777

計 2,205,021 264,879 2,469,900

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）
　「保険代理店事業」セグメントにおいて、収益性の低下により帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少
額を減損損失として特別損失に計上しております。

　なお、当該減損損失の計上額は、当中間連結会計期間において99,802千円であります。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年10月１日
至　2026年３月31日）

(1）１株当たり中間純損失（△） △52円58銭 △０円46銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（千円）
△1,177,915 △31,957

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損

失（△）（千円）
△1,177,915 △31,957

普通株式（普通株式と同等の株式を含む）の期

中平均株式数（株）
22,401,119 69,125,909

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －

（注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在

株式が存在しているものの１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、「１株当たり中間純損失」の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

(従業員持株会支援信託ESOP)

１株当たり中間純損失の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前中間連結会計期間

163,703株、当中間連結会計期間114,814株であります。

(株式給付信託（J-ESOP）)

１株当たり中間純損失の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前中間連結会計期間

418,624株、当中間連結会計期間412,640株であります。

３．Ａ種種類株式は、剰余金の配当請求権について普通株式と同様の権利を有しているため、普通株式と同様の株

式としております。

 

（重要な後発事象）

 (特別調査費用等)

　当社及び広告代理店事業を行う当社の完全子会社である株式会社保険市場における過年度の一部の広告取引、

ソフトウェアの資産計上等において、不適切な会計処理が行われていた疑義が発覚したことを受け、第三者委員

会による調査を進めておりましたところ、2026年7月31日付で第三者委員会より調査報告書を受領いたしまし

た。また、当社は、第三者委員会の調査結果を受けて、過年度決算の訂正を行いました。

　当該調査費用及び過年度決算の訂正等に要する費用は、2026年9月期第３四半期決算以降において特別損失に

計上する予定です。当該費用は、現在集計中でありますが、本日時点で約524百万円を見込んでおります。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年８月14日

株式会社アドバンスクリエイト

取締役会　御中
 

あおい監査法人

東京事務所
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 惠良　健太郎

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 丸木　章道

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アドバ

ンスクリエイトの2025年10月１日から2026年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年10月１日から2026

年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計

算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社アドバンスクリエイト及び連結子会社の2026年３月31日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

継続企業の前提に関する重要な不確実性

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度において営業損失、経常損失、及び親

会社株主に帰属する当期純損失を計上し、当中間連結会計期間においても、経常損失及び親会社株主に帰属する中間純損

失を計上している。加えて、一部の取引金融機関と締結している債権流動化に係る諸契約について財務制限条項に抵触し

た結果、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点においては、継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理

由については当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な

不確実性の影響は中間連結財務諸表に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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